
      【パブリック・コメント手続の実施概要】

     １　意見募集の概要

      (1)　意見の募集期間　令和元年１２月５日（木）～令和２年１月６日（月）

      (2)　周知方法　　　　令和元年１２月５日号市報及び市ホームページ

      (3)　資料の閲覧場所　市役所３階福祉総務課，公文書資料室，神代出張所，みんなの広場（たづくり１１階），各図書館・各公民館・各地域福祉センター（染地・

　　　　　　　　　　　     富士見除く），市民活動支援センター（市民プラザあくろす２階），総合福祉センター， 教育会館１階

      (4)　意見の提出方法　氏名，住所，御意見を記入し，直接又は郵送，ＦＡＸ，Ｅメールで市役所福祉総務課まで提出

                                                       ※資料の閲覧場所に設置する意見提出箱への提出も可

     ２　意見募集の結果概要

　     ＜提出意見の内訳＞

　     　計画全般・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13件

　     　はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1件

　     　第１章　計画策定の背景と前提・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2件

　     　第２章　広域による共通計画策定の目的と位置付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1件

　     　第３章　成年後見制度利用を取り巻く東京都及び５市の状況と検討の方向・・・・・・・・ 7件

　　　(2)　意見の概要と意見に対する市の考え方　別紙のとおり

調布市，日野市，狛江市，多摩市，稲城市成年後見制度利用促進基本計画（素案）に対するパブリック・コメントの実施結果

　　　(1)　意見提出件数：24件（6人）
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【意見の概要と意見に対する市の考え方】
計画全般

項目 No 御意見の概要 市の考え方

利用促進の議論の進め方

1

　この議論の前に成年後見制度利用促進法の目的と趣旨を確認します。
　成年後見制度の利用の促進に関する法律
　(目的)第一条，(基本理念)，第三条２項　地方公共団体の責務＞第五条がありま
す。これを分かり易く簡潔に要約した報道がありましたので，記載致します。
２0１６．３．２３，３．２４　朝日新聞夕刊，朝刊紙面拠り
・研修を受けた市民後見人の育成と活用を図ることで「人材を十分に確保する」
・政府に必要な法整備や財政上の手当を速やかに講じるよう義務付ける。
・自治体には地域の特性に応じた施策づくりと実施を求め，
・弁護士など法律の専門家だけでなく，人材のすそ野を広げる。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　基本は，上記の本旨に従い，利用促進の議論を進めていくべきと考えるのです
が，策定委員会では，利用促進されていない原因と現状分析が，特に構成５市間と
の連絡調整，そして，構成５市と多摩南部成年後見センターとの連携強化等の現行
体制維持を中心とした議論に偏り過ぎていると感じます。従って，自治体毎の地域
特性に応じた福祉施策を制限してしまうのではないか，との危惧があります。各自
治体は，自治体毎それぞれの高齢者福祉，障害者福祉の福祉行政を展開しているの
で，成年後見制度のみが共通化することはあり得ず，自治体には，それぞれに様々
な事情とバラツキがあって，共通化によって利用促進するどころか，妨げてしまう
懸念があります。

　この計画は，多摩南部成年後見センターを活用した15年余に及ぶ協働の実績を
生かしながら、成年後見制度利用促進に資する体制整備を協働して進めていくこ
とを目指して、広域による共通の目標をまとめ、共通計画として策定していま
す。ただし、成年後見制度利用促進に向け各市の実情に応じた段階的・計画的な
整備の推進を図るためには，この共通計画と各市の福祉計画や取組み等の連携が
重要です。そのため，５市で時期を見極めたうえで、各市の福祉関連計画・単体
計画と一体的に策定するものとなります。

市民後見人の育成と活用について

2

　複数の市から【単独市で市民後見人を養成するのは，費用効果，労力の面から大
変。市民後見人の養成は，構成５市共同で取り組むメリットがあるのではないか】
とありますが，利用促進法の本旨を忘れた議論であり，市民後見人が不足し，他市
出身者の支援を求めざるを得ない自治体は，市民に向けて，早急に権利擁護に対す
る理解と協力を得るための普及・啓発にご努力頂きたい。(日野市・稲城市)自前で市
民後見人を養成する意志や方針がなければ，市民の人権意識の醸成や権利擁護も困
難です。これでは広域化，共通化することのデメリットの方が大き過ぎます。
　下表は某自治体センターと多摩南部後見センターの人口・職員数・市民後見人・
受任者数等の対比を示します。受任者数＝法人後見＋市民後見人
　
法人後見　構成５市；９５人　　某自治体センター；１８０人

 
 

注）・職員数は所長等管理職を除く。・利用率とは，人口１万人当たりの受任者数を示す。

某自治体と人口比補正した職員数・市民後見人・市民後見人登録者数・受任者数

表からわかることは，某自治体と比較し，構成５市の利用促進が遅れています。
・某自治体の利用者率と構成５市の後見制度の利用者率が同じとすれば，構成５市
の職員数，市民後見人数，市民後見人登録者数が大幅に少ない。

　５市及びセンターにおいて，本計画の進捗状況を確認，共有し，取組みの効果
と目標の在り方について定期的な進行管理，見直しを行う機会を設けます。

 

 人口  人口比  職員数  市 民 後 見 人  
市 民 後 見 人  

登 録 者 数  
受任者数  

利用率  

人／万人  

構 成 ５ 市 圏

域  

７４４千

人 
１８６  １６人 ２９人 ３７人  １２４人 １．６７ 

某自治体  

センター  

４０１千

人 
１００  １６人 ３８人 ７２人  ２１８人 ５．４４ 

 

 

某自治体の構成５

市圏域 

職員数 市民後見人 市民後見人 

登録者数 

受任者数 

人口比補正 ３０人 ７１人 １３４人 ４０５人 

某自治体との差異 △１４人 △４２人 △９７人 △２８１人 
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項目 No 御意見の概要 市の考え方

・受任者数（＝被後見人等数）が極端に少ない。首長申し立て(法人後見・市民後見)
要件が厳しいことに起因か？
今後に向けた利用促進の議論には，現状を基点としてどれだけ進歩しているのか，
数値目標とそのフォローアップ管理(検証)が担保されなければ，机上の空論に陥る懸
念があります。まずは，実績評価の基準づくりが大事で，仕組みとして，現行の成
年後見制度利用促進策定委員会による向こう３年間のフォローアップ(検証)委員会の
設置を求めます。

権利擁護の総合化

3

　権利擁護事業（＝地域福祉権利擁護事業）と成年後見制度事業は，本来不可分で
あるべきです。成年後見センターが自治体毎に各地に設置されております。その普
及は各地の社会福祉協議会を設立母体に発展しているわけですが，地権事業と成年
後見事業は，各自治体単独の社協と後見センターで運営されております。私が経験
した市民後見人の養成研修には，初期段階で地権事業の生活支援員としての２年間
の実務により，障害理解と対人援助技術を学びました。市民後見人になれた私の僅
かな体験ですが，福祉職でない一般人が，いきなり成年後見人研修・即受任に至る
のは，ハードルが高すぎると思います。又，地権事業の利用者が障害の悪化に伴
い，成年後見制度へのスムーズな移行にも対処できるなどのメリットもあります。
市民後見人のすそ野を広げ，後見制度の利用促進を図るためには，地権事業と成年
後見制度事業を一体的・総合的に連携・運営できる事業の総合化が適切と考えま
す。

「地域福祉権利擁護事業」と「成年後見制度」との連携により成年後見制度の適
切な運用を図って参ります。

親族後見と法人後見の利用者拡大の取組み

4

　親族後見の場合，もし，後見業務のサポートが得られないなら，制度利用するこ
と自体が容易ではありません。後見事務や家裁への報告書の作成は，市民後見人に
は必ずついている後見監督人と同等の役割を担える指導者＝サポーターがいなけれ
ば，親族だけの制度利用はとても無理です。後見事務が不十分なため，予期せず専
門職との複数後見に至った場合，生涯，経済的な困難も抱えざるを得なくなる。現
在は存在していないサポート制度＝行政の中に「親族後見監督人」に相当するサ
ポート体制を作る（初期の一定期間だけでも）ことによって市民の理解が得られや
すく，親族後見の利用促進につながると考えます。
　法人後見の場合は，障害者が福祉行政の下で，福祉サービスを受けるために福祉
施設を利用する方たちのため，特に必要と考えます。障害があることによって収入
もなく，長期間にわたって生きにくい生活をする人たちには，先ず法人後見の手当
を考え，その後に，状況に応じて適切な制度運用を講じていくべきであると考えま
す。親族（＝親）がなくなる乃至は，介助を継続できなくなる場合，市長申し立て
の適用を準用し，障害者の法人後見の適用を認める（兄弟を親族から除外）などの
緩和措置が必要です。

　親族後見人については，様々な相談業務や問い合わせへの対応を行う中で支援
ニーズを把握し，「チーム」支援の一環として，必要に応じて，親族後見人に対
するモニタリング・バックアップできる体制整備に向けた取組みを検討します。

　法人後見は，障害者にとって重要なものと考えています。今後も生活の状況に
より必要な障害者が利用できるように，普及啓発を図ります。また，市長申立て
については，障害者の状況をよく確認し，申立ては誰が行うか，成年後見人とし
て誰が最適か組織として多角的に検討する中で，適切な支援を実施して参りま
す。

構成５市と多摩南部後見センターの人事交流
の推進

5

　成年後見制度利用推進策定委員会では利用促進に向けて，精緻な仕組みづくりの
議論が進行中です。しかし，理想的なネットワークの構築，緊密な連携，重層的な
取り組みが成ったとしても，実際に業務に携わるのは，現場の関係機関職員や市民
後見人など仕組みづくりに直接タッチしていない方々です。結果を出す，出さない
は，この関係機関等の当事者の働きかた如何ということになります。その方策とし
て構成５市の職員が多摩南部後見センターに出向する，プロパーの欠員補充，もし
くは増員は，構成５市の職員を派遣するなどの人事交流を行うことを提案します。
その他議論の前に当事者能力を発揮していただくことと，地域連携を緊密に行う方
法には，併せて自治体毎の社協職員にも人事交流に参加して頂くことをご検討頂き
たい。利益相反の議論にも対応可能です。

　計画策定に当たっては，現場の関係職員等にもヒアリング調査を実施し，意見
の集約等に努めました。
　今後も，一次相談窓口における相談支援や申立て支援等の充実に努めていくと
ともに，この計画の取組等を通じて，関係機関とのより顔の見える関係を築いて
いく中で，権利擁護支援のネットワークの構築に取り組んで参ります。
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項目 No 御意見の概要 市の考え方

成年後見制度利用促進策定委員会委員と関係
者の皆様への要望

6

　後見制度を利用する方々にとって使いやすく，しかも安心して利用できる制度に
して頂くことがなによりも大切です。そのためには，自治体毎に，相談窓口が主体
的に実際に利用される方々の困っていることに寄り添い，利用を検討される方々の
希望・意見等をもしっかりヒアリングして頂きたい。自治体の相談窓口が主とな
り，その上で，多摩南部成年後見センター，その他の関係機関がどのように連携す
べきか，具体的な制度利用に反映させて頂きたい。繰り返しになってはしまいます
が，最も大事なことは，利用者や当事者の方々の目線に立ち，そして，抽象論にな
らず，後見制度の利用促進の具体策をご提案頂きたい。

　地域の実情を踏まえて，多摩南部成年後見センターをはじめとした福祉等の関
係機関と連携を進めていくことで，適切な成年後見制度の運用を図るとともに，
支援等の充実に努めて参ります。

その他

7

市民後見人として貢献をした立場からコメントします。
１　安易に現状のまま市民後見人を増やすとしないこと２　多摩南部後見センター
の解体
これが，利用者（被後見人　後見人・家族）が利益を感じられる制度になると思い
ます
理由を以下に記します
今のままの制度では，公的機関の市民後見人の善意の搾取にしかなりません。
人のためになりたいという気持ちを利用してるとしか思えません。
後見人不足に市民後見人を増やす。。と安易に書かれてます。
ただ働きの善意を搾取したいとしか思えません。
実態が理解さえてないと感じます
１　後見人候補者になると。市長申し立て案件を多摩南部の紹介で。。のはずなの
に。申し立てに必要な住民票や戸籍抄本取得費用や，事前に被後見人候補者への面
会の交通費も市民後見人候補者の負担です。市外の青梅でしたので，交通費だけで
往復2千円もかかります。受任前ということで，候補者負担。。一市民の負担させ
てる現状はおかしいと思います。

２　責任は専門職と同じなのに，報酬もほとんどない。私の場合，被後見人が，救
急搬送，療養型に転院，，特養の退所などなどの手続き，そして，危篤期間が1年
にも及び，その期間早朝深夜も病院などからの電話がかかり，ストレスは自身の健
康を脅かしました。実際に脳腫瘍が大きく成長した1年でした
また，お子さんが無くなり，その相続放棄などの手続きも煩雑ですが行いました。
この間，多摩南部後見センターが監督人ではありましたが，いくら相談しても，監
督人は実際に後見をする立場にないとのことで，一切のサポートはありませんでし
た。何を聞いても「後見人の判断で。。」と回答されるのみでした。

そして，報酬は，監督人も請求し，何もしないと思われるのに監督報酬があり，実
務をする市民後見人の報酬はわずかです。センターは自治体の補助金で運営されで
いるのに。。
そして，生活保護の方の後見をし，ストレスで健康を害したにもかかわらず，2０
年近く生活保護を受給した，被後見人の残りの預金は，親の面倒を放棄した親族で
ある子供に引き渡す。残った預金は生活保護のお金です。

　人口減少の中での高齢化の進行に伴い，認知症高齢者を中心に判断能力に不安
を感じる後期高齢者の増加や単身世帯化が見込まれています。
　このような現状において，成年後見制度の趣旨と内容を理解し，後見業務に熱
意を有する市民後見人は，後見業務の担い手として大変重要であると認識してお
ります。
　一方，多摩南部成年後見センターは15年余にわたり，親族などの身寄りのない
方や低所得の方等の成年後見制度利用の担い手として法人後見を実施している実
績があります。今後も，高齢化等によるニーズの増加が見込まれており，法人後
見の担い手として必要な組織であると認識しております。
　そのため，この計画の取組み等を通じて，今後の地域における中核機関機能の
在り方について検討するとともに，多摩南部成年後見センター及びその構成5市を
はじめとして関係機関等とも緊密に連携することにより，市民後見人の制度につ
いて，適切な周知・運用を図って参ります。
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項目 No 御意見の概要 市の考え方

2年半、後見人報酬として家裁が決定した総額より多い額が相続人にわたるのは、
結局、親の面倒などを放棄したものが得をする、フリーライダーを増やすことにし
かならない。
生活保護の重要性、セーフティネットの意義はわかるが、被後見人が死去し、葬儀
を終え、（葬儀の事前予約や見積もり、搬送の手配、日程調整。。当日の執行など
も後見人が行いますね。法的には亡くなったら後見人ではなうなるのですが、放置
はできません）後見報酬などが確定した後は、生活保護費の残りは親族に相続させ
るのではなく、自治体に全額返納が筋だと思う。住民税などが原資の生活保護であ
る趣旨からいって死後に何もしなかった親族が手にする制度はおかしいと思う。住
民税の本位として、自治体に全額返還すべきと思う。住民税を払ってる住民として
この実態を知ったら納得しないと思う。親族は同じ自治体に住んでいるとは限らな
わけで、何もしない親族が、他自治体の住民の住民税をただで手にすることは変で
す。
手を尽くした市民後見人はその事務手続きをどんな気持ちで行うか理解してほし
い。市民としても、この制度はおかしい。

３　基幹組織として多摩南部後見センターを位置付けていることに疑問を感じま
す。専門的知識もない方々が、自治体からの天下りをし、また職員の能力にも疑問
がある。市民後見人からの質問にも、まともにサポートできないし、事務能力に疑
問が残る職員もいる。
センターの所長とか副所長が、平気でこれから勉強しますなどと言ってしまうんで
すから。。おかしな話です。
今は必須の能力と言えるＰＣなどの操作活用の能力も問題があり市民後見人からの
提案にも、「わからないので今まで通りで」とか「わからないですから」と業務の
効率化のスキルアップにも後ろ向きです。
新たなことを学習しようとスキルアップをしようという、意欲すらないのです。
そして、まるで清書機のような不毛の作業を市民後見人に強要し、その費用は被後
見人んさんの預金から出すことになる。用紙代、コピー代金など関連費用です。
被後見人さんの不利益であり、市民後見人は徒労になる非効率な事務作業に追われ
る（家裁は求めていない書類の作成の強要含む）
多摩南部後見センターは組織を解体し自治体に市民後見の部署を設けることが大
事。
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多摩南部後見センターがある限り、二度と受任しないという市民後見人が結構いる
現状にも目を向けていただきたい。
多摩南部に出す補助金は市民後見人へ直接報酬補助として還元していただきたい。
また、後見事務終了後の書類についても、市民後見人の場合、自宅というプライ
ベートスペースに保管を強要される。専門職後見人、多摩南部後見センターなど
は、事務所保管であり、個人の生活空間を侵害しない。その事をセンターにも言っ
たが、個人宅のスぺース侵害することの苦痛に、想像力を持たず、共感も改善もす
る気がない。当たり前と思ってる。この辺が福祉を目的とする組織として致命的な
欠陥である。
この辺も、野中の一軒家でない、住宅費の高い都内の住宅事情を考えても市民後見
人になったら善意だけでなく生活空間すら侵害されることを理解いただき、個人に
負担のない制度にするよう求める。また、後見に必要な電話代は領収書がないから
と、多摩南部後見センターは当然のように後見人自腹を求める。後見報酬があるの
だから電話代はその中に含まれると説明された。
しかし、親族などは近くにいるとは限らず、私の場合も関西在住で、短時間で済む
話ではないため電話代は膨大になった。しかしそれも自腹という理不尽。
こういう制度不全。。を内包しながら、市民後見人を増やせばいいという素案は、
いかにも現場を理解してないと言わざるを得ない。
善意も、個人の資産まで持ち出して当然という市民後見制度は、維持できる制度で
はなく、持続性はない。そして、基幹組織と位置付けてる、多摩南部後見センター
は、その市民後見人の痛みに全く無頓着である。多摩南部後見センターの電話は個
人の費用が掛かることなく、掛け放題であることから、市民後見人の苦労痛み出費
には思いがいかない。
これでは市民後見人はやってられないと思う。こういう状況で市民後見人を多摩南
部後見センターで養成しても、定着は難しいと思う。一回の受任で終わりになる
し、企業経験者の方などは、その非効率なそして基本能力さえない多摩南部後見セ
ンターのコーディネーターに呆れて、一件の受任もしないかもしれない。
法人後見案件だけは、のこして、市民後見の後見監督人は多摩南部後見センターと
切り離すべき。不採算案件のみ多摩南部で行い、市民後見とは切り離すべき。
実際養成とはいうものの、実務とはあまり関係のない研修が、実際受任して多かっ
たし、コーディネーターは監督等より市民後見人が指導する場面が多かったので、
市民後見人の養成機関としても疑問が多い法人であると思う。
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安易に、市民後見人を増やす政策でも瓦解するのは目に見えてます。これからの超
高齢化のじだい、担い手も高齢化します。実際死亡までの受任は高齢者には負担だ
し緊急の呼び出しにも即応するのは難しいと思われるので、市民後見人のなりては
減る傾向を示すと思う。

社会保障が自己負担が揚がる中、市民後見などボランティアできる人材自体が減る
し、今の体制では燃え尽きるか、もしくはこの体制では無理と離れていくばかりで
す。養成で増やす数より、やめる数が増えて、実数は需要を賄えないでしょう。
私自身、もう多摩南部とはかかわらないのなら市民後見もあるかと思ってもいます
が、現素案でも多摩南部を維持させる方向なので、市民後見はこういいかなと思っ
てます。
研修は多摩南部で受けたとしても、監督人はセンターでないなど、自由度のある後
見人選定をする制度にしてほしい。
せめて、最低賃金法くらいの報酬を出さなければ、難しいでしょう。
現状、その事務作業量から言えば、家裁が決定する報酬は時給1円くらいです。自
治体の方が、その報酬では働かないでしょう。それを市民後見人におっつけるのは
あり得ないことと思います多摩南部は、職員は報酬決定で生保の被後見人から取ら
なくても、自治体の補助金で、十分すぎる給料を得ているのです。
安手に使えるボランティアに市民後見人を位置付けないでほしい。
そして、ケースワーカーの質の向上も求めます。
私が調布市から受任した案件では、すでに3月に特養に入所していて、8月に受任が
決定したのに、８月でまだ、電気ガス電話代が口座から引かれてました。停止措置
をされてなかったのです。水道だけは生活保護減免があったのか停止手続きが取ら
れてました。
ケースワーカーに事情を聞きに行ったところ「大家が止めてなかったのかなあ。任
せたのに」でした。賃貸であれ持ち家であれ公共料金の開始停止は住んでる人が行
うのが当たり前のはず。
ですがそんな常識は通用しない感じでした。
なので、特養に入ってからの電気やガス電話の基本料金は生活保護受給の被後見人
さんの口座から天引きされたままでした。この費用があれば被後見人さんのお楽し
みに使えたのにと思うのに。。
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市に、弁済を求めたい、瑕疵の責任をと後見人は思い、監督人である多摩南部に相
談したら、ほぼ恫喝と思える対応で、市に保証を求めることはセンターの総意とし
て同意しない。と言われました。
結局、多摩南部後見センターは調布市の天下り組織になってますだから言わなきゃ
いけないことも言わせないように、市民後見人に圧力をかけます。百害あって一利
ないし、この組織の解体を求めます。
市民後見は自治体が責任をもって対処してほしい。多摩南部の解体を強く求めます

多摩南部後見センターは、監督人として書類を求めるのに、後見事務の内容などお
ｗ読んでいない対応が多すぎます。
私の被後見人さんも、息子さんが先に亡くなり、墓参りしたいと車いす生活の特養
で希望されました。実現は無理かと思い、でも、なにか、今までの法人としての監
督人経験の積み重ねから何か方法がないか相談したんです。多摩南部方返ってきた
のは「同行援助の契約をすればその方に墓参りを連れて行ってもらうことはできま
す」でした。こちらの書いた後見記録、定期報告をしっかり読んで理解していれ
ば、こんな回答はあり得ません。
親族は関西でありお墓も関西です。住居地、ご本人の履歴からも推測できます。
同行援助で青梅の特養から車いす排泄介助の必要な被後見人を連れて関西まで行
き、墓参りをして戻ってくるなど日帰りでは無理なことを頼めるとは思えませんご
本人の身体的な負担も、体調の急変も考えられます。なのにです。
また、監督人が年一回後見人訪問を決めました。それも、5市外の場合（住所地特
例で青梅などにいる場合）その訪問交通費は被後見人負担としてます。被後見人が
希望して遠隔地に行ったわけではないのに、5市内のセンターから近い5市内はセン
ターが交通費負担という不公平で遠隔地に不利益な制度をいきなり制定しました。
そして、私の被後見人さんは、車いすが離せない生活なのに、監督人として訪問し
たセンター職員は「何か希望はあります？」と聞き、「歩きたい」と言ったら、そ
の場で、足の筋トレを指導し始めました。
ご本人は戸惑って私に困ったという視線を送ってきますし、、特養のスタッフから
も何してくれるんだという視線が飛んできます。後見人と施設スタッフとの関係
も、後見人と被後見人との関係も崩す行為です。

もちろん希望はあるでしょうが、出来ることと希望との間にはおのずと差がありま
す。普段かかわってる市民後見人や施設スタッフの事を考えず、教科書的に本人意
思尊重と思ったのかもしれませんが、現場に混乱だけを巻き起こしました。
それまでも、自分で歩こうとして、転んで病院に運ばれたこともあるのです、後見
事務でそれも報告してるのに、監督人たる多摩南部は読んでません。理解してない
ので、害にしかならない行動をします。
その無自覚さ、きちんとした理解がないままでは市民後見人の足を引っ張るばかり
の組織です。
まずは、市民後見人を増やすなら、増やしたいなら、まずは多摩南部後見センター
を解体するのが大事です。
無意味な書類を求め、後見人と関係者との関係を崩す、親族などの情報も求める書
類を書かせるのに、理解しないであっけにとられる行動をする。
まずは、多摩南部に出してる補助金を市民後見人にダイレクトに出すようにして、
多摩南部の労働生産性もない、緊張感もない、仕事のスキルも低い組織は、一刻も
早く解体すべきです。市民後見を充実するためにも解体を求めます
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その他

8

利用者がメリットを実感できる成年後見制度の利用者の定義が難しいのかなとも思
います。
高齢者障害者、またその家族は、利用者として、自治体含めそれぞれの団体なども
定義してる気がしてます。でも、担い手の後見人そして、手弁当の市民後見人がこ
れをやって、人のためになってるとメリットを感じられる制度にはなってないのか
なと感じちゃいます。
利用者が援助を受ける側だけじゃなく、担い手のほうも利用者として、やって良
かった、自分の時間をボランティアとして活動して悔いなしの制度って制度が継続
していくうえで、大事なことかなと思います。
やはり人の死を見守り、看取って、葬儀までするというのは、かなりな心的負担ダ
メージを負うような気がします。（私自身が腫瘍の拡大を招き、後見を終えた後、
拡大が止まりました。ストレスが原因ではと医師には言われましたね）
そこが、自治体からの丸投げで、市民後見人が付いたら後はお任せの自治体が多い
なと感じてます。そこのケア、心的ケアも「利用者がメリットを感じられる」にこ
れを入れることはできないのかなと感じます。
研修を受けた団体だけじゃなく、フレキシブルに受任できる制度なら、また複数で
一人の方を後見する制度だと、自分の家族の介護や育児とまた私生活と両立しやす
い制度かなとも思いますね。個人の生活との両立って、被後見人が危篤などになっ
たとき自分の生活を犠牲にしないとみたいになってしまうので、そこは市民後見人
が受任を躊躇する一因かもしれません。
専門職や、事務所なら、万が一の時も、他の方が代ってくれるかもしれませんが、
市民後見人の場合、ひとりなので、全部背負ってしまって、個人の気分転換の旅行
や舞台鑑賞などもチケットが高いのに、犠牲にしてという事態も生じます。
市民後見人を増やしたいのなら、個人に丸投げではなく、ある程度のサポート、市
生活との両立を無理なくできる制度、自治体のサポート、複数人での受任など、フ
レキシブルな制度にする必要があると思います。
現状で、市民後見人だけを足りないから増やすという机上の空論では、もはや現状
の改善にはならないと思います。

　市民後見人については，この計画の取組等を通じて，多摩南部成年後見セン
ター及びその構成5市をはじめとして関係機関等とも緊密に連携することにより，
市民後見人の制度について，適切な周知・運用を図って参ります。
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５市で協働していく意味について

9

　経緯を詳しく知らず的外れでしたら申し訳ありませんが、５市で多摩南部成年後
見センターをつくり、困難な事例について対応してきたことは、先駆的な取り組み
であっただろうと思います。
　ですが、現在、こうして素案を読んでも、「なぜ、この５市で協働して進めるの
か？」という根本に関する疑問が解けません。何事にも広域連携が必要な場合はあ
ると思いますが、障害福祉分野で他市との協働で思い浮かぶのは、府中市、三鷹市
です。狛江市が入る場合もあります。日野市、多摩市、稲城市との福祉分野での日
常的な協働関係を知りません。（私が知らないだけかもしれませんが）
各市によって、障害福祉も高齢者福祉も実情が異なりますから、日常的な福祉分野
での協働関係が薄い地域で、今後も協働して成年後見制度を進めていく必然性は、
どこにあるのでしょうか。
実情が異なる５市をまたいだ素案のため、提起されている内容が一般論になってし
まっていると感じました。推進主体も各市、５市協働、センターと３つに分けてま
とめられていますが、５市でやることによって複雑化しているように感じました。
（表自体は、分けてまとめられていることは見やすいです。）
各市にとっても、当事者として具体化する責任感が薄れることにつながってしまう
のではとも感じます。素案でも、これから成年後見を必要とする方が増えていくと
いっているのですから、より各市で責任もって進めていく仕組みにしていく必要が
あるのではないでしょうか。
そもそも検討委員会自体も、５市にまたぐ内容であるにもかかわらず、人数も回数
も非常に限られていて不十分ですし、５市の実情を網羅したものを具体化すること
そのものの難しさを感じます。
　多摩南部成年後見センターを否定しているわけではなく、先駆的な取り組みの意
義や15年間の成果をしっかり確認し、わかりやすくまとめた上で、課題やデメリッ
トを明らかにして、今後を見据え、発展的に今後につながるような方向性を示せな
いでしょうか。
素案のⅢの２、３でまとめられてはいますが、わかりにくく、なるほどと思うこと
ができませんでした。

　この計画は，多摩南部成年後見センターを活用した15年余に及ぶ協働の実績を
生かしながら、成年後見制度利用促進に資する体制整備を協働して進めていくこ
とを目指して、広域による共通の目標をまとめ、共通計画として策定していま
す。ただし、成年後見制度利用促進に向け各市の実情に応じた段階的・計画的な
整備の推進を図るためには，この共通計画と各市の福祉計画や取組み等の連携が
重要です。そのため，５市で時期を見極めたうえで、各市の福祉関連計画・単体
計画と一体的に策定するものとなります。各市で策定する部分は，各市の状況に
合った内容で計画を策定いたします。
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重度の知的障害がある人への支援について

10

成年後見制度の学習会に参加したときに感じたことは、本人が言葉で意思表示でき
ない重度の知的障害者にとって、本人の意思をくみとってよりよい支援につなげる
人や仕組みがなければ、成年後見制度は使えないということです。親としては、お
おざっぱな言い方になりますが、「本人にとってはメリットを感じられないのに、
金銭管理のためにだけ成年後見人をおかないとならず、手間と費用だけはかなりと
られる」という、よくない印象でした。
国の基本計画で、「財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視した適切
な後見人等の選任・交代」が盛り込まれたことは、一歩前進です。素案にも「意思
決定支援」に言及があることはよかったです。
　言葉で意思表示できない重度知的障害者の場合、その意思をくみとるには、何回
か会ったとしても可能というものではありません。わが家の場合でいえば、親以外
で、現在、娘の意思をいちばん汲み取れるのは、通所先の職員です。長い時間をか
けて日常的な親身なかかわりの中で、娘も職員を信頼し、意思疎通も可能になって
いくと感じます。
重度知的障害の娘を託せる後見人が見つかるのか、とても不安です。一度選任され
た後見人は変更できないとも聞きましたので、それもとても不安です。国制度が変
わらないとできないことも多いとは思いますが、各市でできることは進めてほしい
と思います。
重度知的障害者の支援ができる後見人の育成をぜひお願いしたいです。障害者支援
をしている信頼できる法人が法人後見実施機関となれるようにしていただけるのが
一番安心です。後見人の交代も可能になるようにしてもらいたいです。
成年後見人だけが独立していたり上に立つのではなく、通所先や訪問介護事業所、
相談支援専門員、障害福祉課ケースワーカーなど、日常的に本人支援に関わってい
る人たちと連携して、お互い信頼関係を結んで、本人の意思決定支援をし、生活を
支える仕組みにしてほしいと願っています。
　「基本目標２　本人意思を尊重した切れ目のない相談支援の充実」は、ぜひ力を
入れて具体化していただきたいです。
困っていることや不安なこと支援してほしいことは、いろいろな内容がまざりあっ
ていますし、整理されていないことも多いので、総合的に相談できる窓口は必要で
す。その上で、必要に応じて専門的な内容をより詳しくフォローしていく体制にし
ていただきたいです。障害分野では、相談支援専門員やケースワーカーが機能し、
その中で権利擁護事業や成年後見制度についてより詳しいことが必要な場合はつな
いでいくのがいいのではないかと思います。

　今後，センターと協働して，国，東京都等の動向を見据えながら，成年後見制
度利用促進法の目的を踏まえた意思決定支援について議論と認識を深めていくこ
とが重要であると考えますので，先進的な取組等を参考にした，意思決定支援の
在り方について検討してまいります。

親族後見人への支援について

11

親族後見人となった場合、一人で悩むことがないよう、実務を教えてくれたり、悩
みや不安を聞いてアドバイスしてくれる場があったり、同じような立場の方と情報
交換や交流する場をぜひほしいと思います。

　親族後見人については，様々な相談業務や問い合わせへの対応を行う中で、親
族後見人の支援ニーズを把握し，チーム支援の一環として、必要に応じて、親族
後見人に対するモニタリング・バックアップできる体制整備に向けた取組を検討
します。

費用について

12

　成年後見の費用についても心配です。月２～３万円かかると聞いています。親亡
きあと、本人の収入は障害年金と手当だけで生活はギリギリです。後見人に仕事に
見合う適正な報酬を払うことと、本人が支払える金額は大きなギャップがありま
す。根本的には国の支援を整えてほしいと思いますが、市でも成年後見の利用料補
助制度をぜひお願いしたいです。

　報酬助成制度を含めた成年後見制度のより効果的な運用の在り方について，多
摩南部成年後見センターによる法人後見人等のこれまでの実績等を踏まえて，こ
の計画の取組み等を通して，総合的に検討して参ります。

11 / 15 ページ



項目 No 御意見の概要 市の考え方

総論

13

・　要約的に結論付けると，非常に出来の悪い計画である。
　コンサルタントに丸投げかもしれないが，中身が多くないにもかかわらず，わか
りにくく，わかりにくくして，５５ページの大作にしている。国の基本計画にな
らったところも見受けられるが，よろしくないものまでお上をならうことはない。
　とにかく，一般市民が素直に読んで理解できない，使えないシロモノである。
　多摩市のパブリック・コメントにつけられている，概要版
http://www.city.tama.lg.jp/cmsfiles/contents/0000009/9810/seinengaiy
ou.pdf（本意見に添付）の方が簡潔明瞭で優れていて，それを基本計画にして，こ
の５５ページものは，付録（一部の専門家用の資料）にしたほうがよい。
　この素案が，他の４市（日野市，狛江市，多摩市，稲城市）との共同作品である
ことに，あきれる。
　なお，３市（日野市，狛江市，多摩市）は，「地域福祉計画等と一体的に作成」
とあるが，その内容がわからないが，スリム化したものにするのなら，それは賢明
である。
・　調布市の意見募集に，多摩市のパブリック・コメントにつけられている概要版
がついていないが，それは，多摩市が独自に作成したものか？
・　一般社団法人多摩南部成年後見センターは適切な運営がされるべきである。
・　少子高齢化が進み，高齢者が肉体的老化だけでなく，認知症なども進行し，健
康で文化的な最低限の生活だけでなく，その基礎となる財産管理もできなくなる状
況は深刻であり，その対策は必要である。
　その前半（生活）については，地域福祉計画等でカバーされているはずであり，
それと一体的に作成する意味がある。
　その後半（費用）については，主として財産管理が目的で成年後見人制度が設け
られているはずだが，金銭が絡むので，欲深い性をもった人間であるがゆえに，近
親者や成年後見人による横領などの犯罪も生まれる。
　お金のあるところに商機も生まれるので，信託銀行などによる適切なる管理や保
険も必要かもしれない。邪悪な人間による介護よりもまともなプログラミングのＡ
Ｉ介護ロボットのほうが安全かもしれない。

●　少子高齢化社会と格差社会が進行するにつれて，成年後見人制度を整備して
も，成年後見人に支払う余裕のない身寄りのない老人が今後増加することが予想さ
れる。それこそが社会保障制度の一番深刻な問題である。

　計画策定においては，５市とセンターとの策定検討会のほか，有識者や関係団
体の代表者等の策定委員会（外部委員会）での議論を踏まえて検討しました。
今後，この計画の取組を通じて，権利擁護支援や成年後見制度について，市民や
利用者等への啓発や広報活動に努めるとともに，センターを活用した１５年余に
及ぶ協働の実績を活かしながら，成年後見制度利用促進に資する体制整備を協働
して進めていくことを目指して参ります。
　なお，多摩市のパブリック・コメントにつけられている概要版は，多摩市が独
自に作成したものですが，各市でそれぞれ概要版を作成する予定です。
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はじめに

項目 No 御意見の概要 市の考え方

１ページ

14

①6行目　利用促進法
⇒　３ページで略称名の説明があるが、この基本計画中で最初でもあるので正式名
称で記載すべきではないか。
　「成年後見制度の利用促進に関する法律」

②７行目　国基本計画
⇒　正式名称を着さすべきでは

①「成年後見制度の利用促進に関する法律」に修正いたします。

②「成年後見制度利用促進基本計画」に修正いたします。

２ページ

14

③７行目　広域と各市町村とで一体的な計画を策定することの意義としては，次の
ことを期待しています。
⇒　広域（5市構成とした行政の考え、説明としてはすこぶる希薄な設営ではない
か。行政の判断はどのような理由であったのか明記してはどうか。

④１１行目　広域で取り組むことがより効果的と思われることの洗い出しが進み、
将来に向けた５市とセンターの役割がより実効性の高いものになる。
⇒　市民にとって身近な権利擁護の組織は各市であるのは明白。でも広域でセン
ターを作っている。理由となりますか。

⑤１２行目
⇒　各市で対応したほうが身近であり、効率的ではないか。説明としては成り立た
ないのでは。

③④⑤この計画は，多摩南部成年後見センターを活用した15年余に及ぶ協働の実
績を生かしながら，同地域における成年後見制度利用促進に資する体制整備を協
働して進めていくことを目指して，広域による共通の目標をまとめ，共通計画と
して策定しています。ただし，成年後見制度利用促進に向け各市の実情に応じた
段階的・計画的な整備の推進を図るため，５市で時期を見極めたうえで，共通計
画を踏まえて，各市の福祉関連計画・単体計画と一体的に策定するものとなりま
す。各市で策定する部分は，各市の状況に合った内容で計画を策定いたします。

第１章　計画策定の背景と前提

項目 No 御意見の概要 市の考え方

１１ページ

15

①６行目　　本人にとってメリットを
⇒　後見制度はメリットを得るものなのでしょうか。本来あるべき権利が侵害また
は行使できない状況の人が、当然の権利行使が不通にできるようにする制度ではな
いのでしょうか。メリットという言葉は妥当なのでしょうか。

①国基本計画において，利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善として
「財産管理のみならず，意思決定支援・身上保護も重視した適切な後見人等の選
任・交代」「本人の置かれた生活状況等を踏まえた診断内容について記載できる
診断書の在り方の検討」がポイントとして明記されており，当計画においても，
その趣旨を踏まえて「メリット」と表現しております。

１４ページ

16

①下から２行目　一つといえ
⇒　一つで

②下から１行目　向けて
⇒　向け

①「一つで」に変更いたします。

②「向け」に変更いたします。

項目 No 御意見の概要 市の考え方

１５ページ

17

③6行目　メリット
⇒メリットという表現が妥当か。P9の18行目で「前述の地域共生社会づくりに向
けた権利擁護支援の手段の一つ」と明記しており、それは当然の権利行使の実現
で、新たな利益の付加としてあるものではない。

③国の動向の説明部分のため，国基本計画で使われている「メリット」という用
語を使用しています。
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第２章　広域による共通計画策定の目的と位置付け

項目 No 御意見の概要 市の考え方

19ページ

17

①10行目　福祉的な配慮に基づく成後見事務 の提供を主業務とする法人としてセ
ンターに設置し
⇒多摩南部は低所得で後見が利用できず、権利行使ができない方の権利行使を可能
とするために設立されたのではないか。P25にはそのように書かれているが、設置
理由はどちらなのか。

①低所得で後見が利用できず，権利行使ができない方の権利行使を可能とするこ
とも「福祉的な配慮」に含まれると考えております。

第３章　成年後見制度利用を取り巻く東京都及び５市の状況と検討の方向

項目 No 御意見の概要 市の考え方

25ページ

18

①5行目　５市では，主に契約能力や判断が低下している方の権利擁護をどのよう
進めていくのかという共通の課題がありました。
⇒権利擁護が目的ですよね。

②最下段　（市長申立て件数の動向）
⇒　5市の市長申立て件数だけを見ると，微増傾向？で，今後の高齢化社会にむけ
増加が予想される。そのため，予算化，後見を担う人員の確保等総合的な体制作り
が課題です。

①権利擁護が目的です。

②ご意見につきましては，今後の取組みの参考とさせていただきます。

30ページ ①9行目　現状では、5市とセンターの直接的なやりが不十分であった点が否めず、
今後、5市の相談窓口とセンター密な連携を図る必要がある（5市，センター）。
⇒　設立して１６年経過していますが、不十分な関係がなぜあるのか？
　また、その対策が、P45「課題」三つ目の〇にある「審議のあり方についての検
証が必要」と考えているのか。なぜが明確でないので、対策として正しいのか判断
できない。

①現在，一次相談窓口は5市各市の担当部署・相談機関が担い，二次相談窓口はセ
ンターが担う役割分担となっていますが，今後は，権利擁護の地域連携ネット
ワークの構築を進めていくうえで，地域包括支援センターなど，地域の福祉関係
者等とより一層の緊密な連携を図る必要があることから，その課題認識を示した
ものです。

31ページ ②3行目　現状では、センターの受任要件等の実際について、 5市あるいは担当に
よって共通の理解となっていない点もみられ、見直しと合わせた周知徹底が望まれ
る。（ 5市、専門職団体）
⇒　利用規定等の改定が提案されているが、マーカー部分の記載からすると、５市
職員の中に、５市作成の利用規定を理解していないように思える。そのため、利用
にあたってセンターとかみ合わない点が起きるのではないか。また、現行利用基準
の理解が十分でないのであれば、改定論議が必要と判断できるのか疑問です。

②構成5市とセンターとの連携により，適切な制度利用と支援等に努めて参りま
す。

37ページ

20

①四角内16行目　として
⇒「として」が次にもあります。パートナーとしてセンターが実施するものです。
ではどうでしょうか。

①「パートナーとしてセンターが実施するものです。」へ変更いたします。

45ページ

21

①課題7行目　〇５市からセン ターによる法人後見を依頼す場合おけるセンター内
での審議の在り方について検証が必要です。
⇒　課題の中に「センター内での審議のあり方について検証が必要」と指摘がある
が，センター内の審議で違法・不当な審議があったのか。センターは案件が利用基
準に合致するか，１６年間の事例を加味して判断している。依頼案件に利用基準に
合致しない場合等で追加調査を行ってほしいとお願いすることはある。検証が必要
な,いい加減な検討会は行っていないと考えている。
５市は５年程度で職員が異動するため，センターの設立趣旨・利用基準を職員へ周
知される努力をし，センター窓口であるコーディネーターと協議をすることが重要
と思います。

　特に「緊急性」の高い案件については，対象者の権利擁護を図るために，構成5
市とセンターは速やかに綿密な摺合わせを行い，支援をしていくことが重要であ
ると考えています。そのため，今後は，より支援を充実するため，これまでの実
績と課題等を踏まえて「審議の在り方」について検討・検証することが重要であ
ると考えています。

19
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項目 No 御意見の概要 市の考え方

49ページ

22

①課題　1行目　〇５市の一部の取組みの多くは
⇒　「５市の中のある市における後見紹介の多くは」と理解するのでしょうか。
もしそうならもう少しわかりやすい文言はないでしょうか。

　「５市の一部では，専門職団体等とのつながりの中で，団体や専門職個
人。。。。。」に変更いたします。

51ページ

23

①課題　1行目　〇センターでは、５市への定期的な報告等を行うとともに、５市
と養成方法等ついて協議していくことが求められます。
⇒（市民後見人の養成について）5市への定期的な報告等を行うとともに、5市と養
成方法等について協議していく・・・。
　と期さされています。現在までこの点について協議がなかったかのように期ささ
れています。定期的に開催する課長会、担当者連絡会で協議は行っているとはずで
すが。

　ご意見のとおり，これまでも定期的に開催する課長会，担当者連絡会において
協議は行っているところですが，現状と課題の整理を踏まえて，よりよい養成方
法等について協議していくことが求められていることを示したものです。

52ページ ①現状　9行目　困難事例については，法人による後見がより望ましいと考えられ
ることから
⇒　この考え方をどこかで説明していたでしょうか。何故法人＝センターによる後
見が望ましいのでしょうか。センターの設立趣旨とも関係するので補記されること
を望みます。

①以下のように修正いたします。
「複合課題や違法行為をした高齢者・障害者等で福祉的支援を必要とするケース
等の困難事例の場合、より組織的・継続的な対応が求められることから、そうし
た対応が可能となる法人による後見等の受任が期待されています。
また、こうした必要性についてはすでにセンター内でも認識され、受任が行われ
ています。」

53ページ ②具体的取組み例　4行目　法人後見の担い手育成・活動支援
⇒　私の理解力に問題があるのかとは思いますが，新たな法人の設立なのかセン
ター職員の育成＝増員なのか。後者であるように思いますが。
活動支援は何を指していますか。他の施策に特に記載がないように思えますが。

②法人後見を担うことができる，センター以外の法人後見実施機関の育成・支援
活動について検討することを想定しています。

24

※御意見は，原則，いただいた原文を基に掲載しています。
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